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1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 127,926 13.8 3,435 60.9 3,592 67.9 2,276 79.0

29年3月期 112,458 △3.6 2,135 △1.7 2,139 △1.5 1,271 △28.1

（注）包括利益 30年3月期　　2,190百万円 （62.4％） 29年3月期　　1,349百万円 （221.9％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 104.75 ― 4.2 4.6 2.7

29年3月期 55.83 ― 2.3 2.7 1.9

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 ―百万円 29年3月期 ―百万円

（注）１株当たり当期純利益の算定に使用する期中平均株式数は自己名義所有株式数を控除する他、役員向け株式給付信託が所有する自己株式を、前連結
会計年度298,753株、当連結会計年度298,200株、控除して算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 76,586 53,394 69.0 2,563.92

29年3月期 79,687 55,515 69.0 2,460.64

（参考） 自己資本 30年3月期 52,832百万円 29年3月期 54,989百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 △3,899 1,881 △4,613 16,493

29年3月期 1,354 △1,192 △1,585 23,210

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 915 71.6 1.6

30年3月期 ― 20.00 ― 30.00 50.00 1,070 47.7 2.0

31年3月期(予想) ― 25.00 ― 25.00 50.00 68.4

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 58,000 △14.7 900 △55.9 1,000 △52.8 600 △58.2 29.26

通期 120,000 △6.2 2,200 △36.0 2,300 △36.0 1,500 △34.1 73.15



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料Ｐ．14「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 24,855,283 株 29年3月期 24,855,283 株

② 期末自己株式数 30年3月期 4,249,216 株 29年3月期 2,507,766 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 21,730,387 株 29年3月期 22,770,886 株

（注）

１．期末自己株式数には、役員向け株式給付信託が保有する当社株式数が、前連結会計年度298,200株、当連結会計年度298.200株含まれております。

２．期中平均株式数の計算において控除する自己株式数には、役員向け株式給付信託が保有する当社株式数が、前連結会計年度298,753株、当連結会
計年度298,200株含まれております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ．５「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資や大型Ｍ＆Ａ案件にばらつきが見られたものの、雇用情勢改

善の持続や、企業収益も堅調に推移するなど、全体的に緩やかな成長基調となりました。 

世界経済をみると、米国においては、保護主義的な通商政策による貿易摩擦のマイナス影響懸念は存在するも

のの、堅調な海外需要を背景に輸出が持ち直し、企業収益の改善から設備投資も回復傾向となりました。中国で

は、世界経済の回復を背景に輸出が拡大し、欧州では、雇用環境の改善から個人消費の緩やかな回復が持続するな

ど、総じて安定的に推移いたしました。 

このような経済状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）は、娯楽機器関連・産業機器関連・民生機器

関連が好調に推移し、ＯＡ機器関連も堅調に推移いたしました。通信機器関連につきましては、国内市場では低調

でしたが、海外市場で好調に推移いたしました。 

  これらの結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、連結売上高 1,279億26百万円（前期比13.8％増）、営

業利益 34億35百万円（前期比60.9％増）、経常利益 35億92百万円（前期比67.9％増）、親会社株主に帰属する当

期純利益 22億76百万円（前期比79.0％増）となりました。 

 

  セグメントの業績は、次のとおりであります。

電子部品事業 

  電子部品事業におきましては、売上高は1,016億55百万円（前期比5.2％増）となりました。 

① 集積回路 

 国内、海外ともに娯楽機器関連・産業機器関連・ＯＡ機器関連が好調に推移いたしました。 

  以上の結果、集積回路の売上高は483億42百万円（前期比1.2％増）となりました。 

② 半導体素子 

 国内において、娯楽機器関連が好調に推移し、産業機器関連も堅調に推移いたしました。 

 海外においては、通信機器関連が低調に推移いたしました。 

  以上の結果、半導体素子の売上高は143億62百万円（前期比3.4％減）となりました。 

③ 回路部品 

 国内において、産業機器関連が好調に推移いたしました。 

 海外においては、通信機器関連が好調に推移し、自動車電装機器関連も堅調に推移いたしました。 

 以上の結果、回路部品の売上高は193億38百万円（前期比31.3％増）となりました。 

④ ＬＣＤ等 

 国内、海外ともに娯楽機器関連が好調に推移いたしました。 

  以上の結果、ＬＣＤ等の売上高は36億70百万円（前期比35.1％増）となりました。 

⑤ その他電子部品 

 国内において、通信機器関連が低調に推移いたしました。 

 以上の結果、その他電子部品の売上高は159億41百万円（前期比3.4％減）となりました。 

アッセンブリ事業 

   アッセンブリ製品 

 国内、海外ともに娯楽機器関連・産業機器関連が好調に推移いたしました。 

  以上の結果、アッセンブリ製品の売上高は199億38百万円（前期比71.3％増）となりました。 

その他の事業（電子機器及びマイクロコンピュータのソフトウェア受託開発） 

 国内において、一時的な電子喫煙器具輸入ビジネスが貢献いたしました。 

  以上の結果、電子機器及びマイクロコンピュータのソフトウェア受託開発の売上高は63億33百万円（前期比

49.8％増）となりました。 
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(2）当期の財政状態の概況

（資産） 

  当連結会計年度末における総資産は、765億86百万円となり、前連結会計年度末に比べ31億１百万円減少いたし

ました。これは主に商品及び製品が61億83百万円、未収入金が５億55百万円、投資有価証券が３億36百万円増加し

たものの、現金及び預金が88億37百万円、受取手形及び売掛金が17億62百万円減少したこと等によるものでありま

す。

（負債） 

  当連結会計年度末における負債合計は、231億91百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億80百万円減少いた

しました。これは主に未払法人税等が５億65百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が11億98百万円減少した

こと等によるものであります。

（純資産） 

  当連結会計年度末における純資産合計は、533億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ21億20百万円減少い

たしました。これは主に利益剰余金が13億80百万円、その他有価証券評価差額金が２億32百万円増加したものの、

自己株式が34億15百万円増加したこと、為替換算調整勘定が３億94百万円減少したこと等によるものであります。

  この結果、自己資本比率は69.0％（前連結会計年度末は69.0％）となりました。
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(3）当期のキャッシュ・フローの概況

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が34億25

百万円（前期比86.6％増）となり、売上債権の減少、定期預金の払戻による収入等があったものの、たな卸資産の

増加、仕入債務の減少、法人税等の支払、有形固定資産の取得、自己株式の取得、配当金の支払等があったことに

より、前連結会計年度末に比べ67億16百万円減少し、当連結会計年度末においては164億93百万円となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果使用した資金は、38億99百万円（前期13億54百万円の獲得）となりました。これは主に税金等

調整前当期純利益が34億25百万円、売上債権の減少15億94百万円による収入等があったものの、たな卸資産の増

加64億72百万円、仕入債務の減少12億47百万円、法人税等の支払による６億96百万円の支出等があったことによ

るものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果獲得した資金は、18億81百万円（前期11億92百万円の使用）となりました。これは主に有形固

定資産の取得による１億１百万円の支出等があったものの、定期預金の払戻による20億18百万円の収入等があっ

たことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は、46億13百万円（前期比191.0％増）となりました。これは主に自己株式の取

得34億15百万円、配当金の支払８億96百万円の支出等があったことによるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 66.3 66.7 70.9 69.0 69.0

時価ベースの自己資本比

率（％）
27.9 33.8 31.8 34.1 47.4

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率（％）
－ 115.6 327.0 348.7 －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
－ 60.3 25.6 24.6 －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値より計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。
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(4）今後の見通し

  次期の見通しにつきましては、世界経済を見ると、朝鮮半島の地政学的なリスクにつきましては、南北の友好関

係構築への第一歩を踏み出してはいるものの、米国の保護主義的な政策による貿易摩擦リスク、中国やアジア新興

国における経済成長の減速懸念から、為替や株価は不安定な状況が続くなど、世界景気全体の先行きは依然として

不透明な状況が継続すると思われます。 

日本においては、人件費や原材料費の増加、円高などによる企業業績への影響が懸念され、企業の増益率が鈍化

し、今期まで活発に設備投資を行っていた企業においても、新たな設備投資を控え、伸びが頭打ちになる等の下振

れリスクが懸念されます。 

  また、自動車電装分野は、全体的な好景気感はあるものの、アジア市場における政治的なリスクの存在、原材料

費の上昇、為替変動など、不透明な環境が継続すると想定されます。 

 当社の自動車電装機器関連ビジネスとしては、2011～2012年当時の円高による価格影響により、当社部品を搭

載・見積りした顧客セットが最終の自動車メーカーに採用されなかったため、前期比減となる見込みです。 

娯楽機器関連については、環境への取り組み（リユース及びリサイクル）の定着化、娯楽機器利用人口の減少に

より、市場規模は年々縮小しており、今期ほどの売上を見込むことができない状況です。 

 このような環境のもと、当社グループの平成31年３月期の連結業績予想につきましては、現状において連結売上

高1,200億円、営業利益22億円、経常利益23億円、親会社株主に帰属する当期純利益15億円を見込んでおります。 

 当社グループにおきましては、今後も経営環境の変化に的確かつ迅速に対応し、中期経営戦略の着実な実現を目

指してまいります。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

 なお、今後につきましては、外国人株主比率の推移及び国内の同業他社の国際会計基準の適用動向等を踏まえ、

国際会計基準の適用について検討を進めていく方針であります。 
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 25,360 16,523 

受取手形及び売掛金 25,726 23,964 

商品及び製品 13,243 19,427 

仕掛品 5 12 

原材料 572 787 

繰延税金資産 122 295 

未収入金 8,416 8,971 

その他 268 312 

貸倒引当金 △71 △59 

流動資産合計 73,644 70,234 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 978 986 

減価償却累計額 △702 △756 

建物及び構築物（純額） 276 230 

土地 332 332 

その他 1,343 1,386 

減価償却累計額 △905 △1,102 

その他（純額） 437 283 

有形固定資産合計 1,045 846 

無形固定資産 221 180 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,745 3,081 

繰延税金資産 37 63 

その他 1,995 2,182 

貸倒引当金 △3 △3 

投資その他の資産合計 4,775 5,323 

固定資産合計 6,042 6,351 

資産合計 79,687 76,586 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 15,318 14,119 

電子記録債務 1,222 1,046 

短期借入金 1,530 1,489 

1年内返済予定の長期借入金 600 － 

未払法人税等 254 820 

賞与引当金 407 432 

役員賞与引当金 38 57 

その他 805 748 

流動負債合計 20,176 18,715 

固定負債    

長期借入金 2,500 2,800 

繰延税金負債 224 395 

再評価に係る繰延税金負債 4 4 

株式報酬引当金 38 62 

退職給付に係る負債 1,039 1,007 

その他 188 204 

固定負債合計 3,995 4,476 

負債合計 24,171 23,191 

純資産の部    

株主資本    

資本金 9,501 9,501 

資本剰余金 9,733 9,733 

利益剰余金 37,251 38,631 

自己株式 △2,862 △6,277 

株主資本合計 53,625 51,589 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 685 917 

土地再評価差額金 △50 △50 

為替換算調整勘定 758 364 

退職給付に係る調整累計額 △29 10 

その他の包括利益累計額合計 1,364 1,242 

非支配株主持分 526 562 

純資産合計 55,515 53,394 

負債純資産合計 79,687 76,586 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 112,458 127,926 

売上原価 102,710 116,576 

売上総利益 9,748 11,349 

販売費及び一般管理費 7,613 7,914 

営業利益 2,135 3,435 

営業外収益    

受取利息 87 55 

受取配当金 60 55 

為替差益 － 73 

仕入割引 3 6 

雑収入 39 51 

営業外収益合計 190 242 

営業外費用    

支払利息 50 56 

為替差損 115 － 

売上割引 4 5 

雑支出 16 24 

営業外費用合計 186 85 

経常利益 2,139 3,592 

特別利益    

投資有価証券売却益 24 5 

特別利益合計 24 5 

特別損失    

固定資産除売却損 12 7 

減損損失 － 158 

支払和解金 300 6 

その他 14 － 

特別損失合計 327 172 

税金等調整前当期純利益 1,835 3,425 

法人税、住民税及び事業税 691 1,329 

法人税等調整額 △153 △218 

法人税等合計 538 1,110 

当期純利益 1,297 2,314 

非支配株主に帰属する当期純利益 25 38 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,271 2,276 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 1,297 2,314 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 212 232 

為替換算調整勘定 △175 △396 

退職給付に係る調整額 14 39 

その他の包括利益合計 52 △124 

包括利益 1,349 2,190 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,322 2,154 

非支配株主に係る包括利益 26 35 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 9,501 9,733 36,906 △2,207 53,934 

当期変動額           

剰余金の配当     △925   △925 

親会社株主に帰属する当期純利
益     1,271   1,271 

自己株式の取得       △656 △656 

自己株式の処分       2 2 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）           

当期変動額合計 － － 345 △654 △308 

当期末残高 9,501 9,733 37,251 △2,862 53,625 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主
持分 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 473 △50 933 △44 1,312 499 55,746 

当期変動額               

剰余金の配当             △925 

親会社株主に帰属する当期純利
益             1,271 

自己株式の取得             △656 

自己株式の処分             2 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 211 － △174 14 51 26 77 

当期変動額合計 211 － △174 14 51 26 △231 

当期末残高 685 △50 758 △29 1,364 526 55,515 
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当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 9,501 9,733 37,251 △2,862 53,625 

当期変動額           

剰余金の配当     △896   △896 

親会社株主に帰属する当期純利
益     2,276   2,276 

自己株式の取得       △3,415 △3,415 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）           

当期変動額合計 － － 1,380 △3,415 △2,035 

当期末残高 9,501 9,733 38,631 △6,277 51,589 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主
持分 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 685 △50 758 △29 1,364 526 55,515 

当期変動額               

剰余金の配当             △896 

親会社株主に帰属する当期純利
益             2,276 

自己株式の取得             △3,415 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

232 － △394 39 △121 35 △85 

当期変動額合計 232 － △394 39 △121 35 △2,120 

当期末残高 917 △50 364 10 1,242 562 53,394 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,835 3,425 

減価償却費 202 210 

減損損失 － 158 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 65 △10 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6 18 

株式報酬引当金の増減額（△は減少） 17 24 

賞与引当金の増減額（△は減少） 407 25 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △28 △27 

受取利息及び受取配当金 △147 △110 

支払利息 50 56 

有形固定資産除売却損益（△は益） 12 7 

投資有価証券売却損益（△は益） △24 △5 

支払和解金 300 6 

売上債権の増減額（△は増加） △3,015 1,594 

未収入金の増減額（△は増加） 754 △117 

たな卸資産の増減額（△は増加） △162 △6,472 

仕入債務の増減額（△は減少） 2,660 △1,247 

未払消費税等の増減額（△は減少） △9 △375 

その他の資産・負債の増減額 △500 △321 

その他非資金取引 155 △99 

小計 2,568 △3,259 

利息及び配当金の受取額 140 118 

利息の支払額 △55 △55 

法人税等の支払額 △999 △696 

和解金の支払額 △300 △6 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,354 △3,899 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △2,131 － 

定期預金の払戻による収入 1,009 2,018 

投資有価証券の取得による支出 △10 △12 

投資有価証券の売却による収入 38 15 

投資有価証券の償還による収入 100 － 

有形固定資産の取得による支出 △181 △101 

有形固定資産の売却による収入 0 － 

無形固定資産の取得による支出 △13 △27 

無形固定資産の売却による収入 0 － 

貸付けによる支出 △0 － 

貸付金の回収による収入 0 0 

その他投資資産の取得による支出 △21 △24 

その他投資資産の売却・解約による収入 15 12 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,192 1,881 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 100 100 

短期借入金の返済による支出 △100 △100 

長期借入れによる収入 2,500 300 

長期借入金の返済による支出 △2,500 △600 

リース債務の返済による支出 △2 △1 

自己株式の取得による支出 △656 △3,415 

配当金の支払額 △926 △896 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,585 △4,613 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △127 △84 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,552 △6,716 

現金及び現金同等物の期首残高 24,762 23,210 

現金及び現金同等物の期末残高 23,210 16,493 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。 

 

（追加情報）

  （従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

  当社は、取締役及び監査役に対する業績連動型株式報酬制度として「株式給付信託（BBT）」を導入しておりま

す。（以下、「本制度」という。）

(1) 取引の概要 

  本制度の導入に際し「役員株式給付規程」を制定し、それに基づき、将来給付する株式を予め取得させるために

信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭により当社株式を取得しております。（以下、「本信

託」という。）

  「株式給付信託（BBT）」は、役員株式給付規程に基づき、取締役及び監査役にポイントを付与し、そのポイン

トに応じて、取締役及び監査役に株式を給付する仕組みです。

(2) 会計処理 

  「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号  平成27

年３月26日）を適用し、本制度に関する会計処理としては、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借

対照表に計上する総額法を適用しております。

  本信託が保有する自己株式は、純資産の部に自己株式として表示しており、当該自己株式の帳簿価額及び株式数

は、前連結会計年度384百万円、298,200株、当連結会計年度384百万円、298,200株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

  該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会において経営検討資料の対象となっているものであります。

当社グループは、本社及び国内・海外に拠点を置き、電子部品販売、アッセンブリ製品販売、電子機器販売及びマ

イクロコンピュータのソフトウェアの受託開発事業を展開しております。

したがって、当社グループは、取扱い商品種類別の観点から、「電子部品事業」、「アッセンブリ事業」、及び

「その他の事業」の３つを報告セグメントとしております。

「電子部品事業」は、集積回路、半導体素子、回路部品、ＬＣＤ等及びその他電子部品を主要商品としておりま

す。また、「アッセンブリ事業」は、アッセンブリ製品を主要商品としております。「その他の事業」は、電子機器

の販売及びマイクロコンピュータのソフトウェアの受託開発を主要商品としております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ後の価額で評価しております。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
連結 

財務諸表 
計上額   電子部品事業 

アッセンブリ
事業 

その他の事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 96,592 11,638 4,226 112,458 － 112,458 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － － 

計 96,592 11,638 4,226 112,458 － 112,458 

セグメント利益 
又は損失（△） 

4,037 △196 249 4,090 △1,954 2,135 

セグメント資産 37,885 7,579 1,779 47,244 32,442 79,687 

セグメント負債 11,837 4,185 517 16,540 7,631 24,171 

その他の項目            

減価償却費 － 41 12 53 149 202 

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額 

－ 60 50 111 83 194 

 

当連結会計年度（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
連結 

財務諸表 
計上額   電子部品事業 

アッセンブリ
事業 

その他の事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 101,655 19,938 6,333 127,926 － 127,926

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － －

計 101,655 19,938 6,333 127,926 － 127,926

セグメント利益 4,797 355 255 5,408 △1,972 3,435

セグメント資産 39,655 10,030 2,447 52,133 24,453 76,586

セグメント負債 10,555 3,953 657 15,166 8,024 23,191

その他の項目            

減価償却費 － 44 15 59 151 210

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額 

－ 16 6 22 106 129
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）
（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,090 5,408

全社費用（注） △1,954 △1,972

連結財務諸表の営業利益 2,135 3,435

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない共通経費及び管理部門経費であります。

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 47,244 52,133

全社資産（注） 32,442 24,453

連結財務諸表の資産合計 79,687 76,586

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない共通資産等及び管理部門での管理資産等であります。

（単位：百万円）

負債 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 16,540 15,166

全社負債（注） 7,631 8,024

連結財務諸表の負債合計 24,171 23,191

（注）全社負債は、主に報告セグメントに帰属しない共通負債等及び管理部門での管理負債等であります。

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

減価償却費 53 59 149 151 202 210

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

111 22 83 106 194 129

（注）「調整額」欄に記載した金額は、主に報告セグメントに帰属しない共通資産等及び管理部門での管理資産等
を対象とするものであります。

 

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）

（単位：百万円）
 

  電子部品事業 アッセンブリ事業 その他の事業 合計

減損損失 － 158 － 158

（注）中華人民共和国 深センに所在するアッセンブリ製品の製造を行う連結子会社に係る減損損失であります。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 2,460.64円 2,563.92円

１株当たり当期純利益金額 55.83円 104.75円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

      ２．株主資本において自己株式として計上されている資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する

自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、

１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

          １株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、前連結会計年度298,200株、当連結会

計年度298,200株であります。また、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株

式数は、前連結会計年度298,753株、当連結会計年度298,200株であります。

      ３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
1,271 2,276

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（百万円）
1,271 2,276

期中平均株式数（千株） 22,770 21,730

 

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。
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